
運営業務委託契約書 
 

委託者 香川県（以下「甲」という。）及び愛媛県（以下「乙」という。）と受託者 

４４４４４４４４４４（以下「丙」という。）は、甲及び乙が賃借する末尾物件目録Ⅰ記載

の建物（以下「本件建物」という。）のうち、末尾物件目録Ⅱ記載の部分（以下「本物件」

という。）における飲食店舗、工芸品等販売店舗及び観光情報コーナー（以下「店舗等」と

いう。）の運営業務の委託に関し、次の条項により運営業務委託契約（以下「本契約」とい

う。）を締結する。 

 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙並びに丙は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。 

 

（委託内容） 

第２条 甲及び乙は、次に掲げる業務（以下「業務」という。）を丙に委託し、丙は、こ

れを受託する。 

(１) 名 称   香川県及び愛媛県共同アンテナショップ飲食店舗及び工芸品等販売

店舗の運営並びに観光情報コーナー運営補助業務 

(２) 内 容   ・甲及び乙の郷土料理並びに甲及び乙の農林水産物等を使用した料

理（以下「郷土料理等」という。）を販売する飲食店舗の運営 

・甲及び乙の県産品の特長や魅力の発信及び販路拡大のために行う

工芸品等販売店舗の運営 

・甲及び乙の観光や移住等の情報を提供する観光情報コーナーの運

営補助 

(３) 実施場所  東京都港区新橋二丁目 19番 10号 新橋マリンビル２階 

２ 前項第２号に定める店舗の運営に関する事項は、次のとおりとする。 

(１) 甲及び乙は、本物件を丙に利用させ、丙は本物件を活用して甲及び乙の郷土料理

等と工芸品の販売を行うとともに、香川県・愛媛県共同アンテナショップ運営協議

会（以下、「運営協議会」という。）が行う観光情報コーナーの運営を補助するこ

と。 

(２) 丙は、甲及び乙が定める店舗の名称を使用して、店舗の運営を行うこと。 

(３) 丙は、自己の計算において店舗営業（以下「営業」という。」を行い、飲食店舗

の材料の仕入れ及び郷土料理等の販売並びに工芸品等販売店舗の商品仕入れ及び販

売は、丙の名義で行うこと。 

(４) 店舗で従事する従業員は、丙が雇用すること。 

(５) 前各号に定めるもののほか必要な事項については、甲及び乙並びに丙が協議のう

え別に定める。 

 

（委託期間） 

第３条 委託期間は、5555年 55月１日から 5555年１月 55日までとする。 

 

（権利譲渡等の制限） 

第４条 丙は、本契約に係る権利又は義務を第三者に譲渡し、又は引き受けさせてはなら

ない。ただし、あらかじめ甲及び乙の書面による承認を得たときは、この限りでない。 

 

（再委託の制限） 

第５条 丙は、業務を第三者に再委託してはならない。ただし、あらかじめ甲及び乙の書

面による承認を得たときは、この限りでない。 

（業務上の注意事項） 

第６条 丙は、業務の実施に当たっては、甲及び乙の信用の保持に特に留意し、これを傷

つけるような行為をしてはならない。 

２ 丙は、次の事項を決定又は変更しようとするときは、あらかじめ運営協議会に協議し



なければならない。 

(１) 飲食店舗での郷土料理のメニュー、販売価格その他郷土料理等の販売に関する基

本的な事項 

(２) 工芸品等販売店舗での販売品目、販売価格、仕入先その他商品政策における基本

的な事項 

(３)  営業時間、休業日その他営業に関する重要な事項 

 

（運営マニュアル） 

第７条 丙は、営業に当たっては、甲及び乙が別に定める「香川・愛媛せとうち旬彩館運

営マニュアル」に記載された事項を遵守しなければならない。 

 

（運営状況の報告義務） 

第８条 甲及び乙は、いつでも丙に対し、業務の処理、経理内容、その他業務の状況に関

し報告を求めることができるものとする。この場合、丙は、事実を正確に報告しなけれ

ばならないものとする。 

２ 丙は、甲及び乙から請求があった場合は、業務に関する報告書その他業務状況を明ら

かにする書類を甲及び乙に提出しなければならないものとする。 

 

（関係法令の遵守) 

第９条 丙は、営業に関する衛生管理、防災等の関係法令及び監督官公署の指導を遵守し、

適法適正に業務を遂行しなければならない。 

 

（営業の休止又は廃止） 

第 10 条 丙は、甲及び乙の承認を得なければ、営業を休止又は廃止することはできない。

ただし、本契約が解除された場合はこの限りでない。 

 

（販売促進業務） 

第 11 条 営業に関する販売促進業務については、運営協議会が、予算の範囲内で実施す

るものとする。ただし、運営協議会が特に必要と認める場合は、運営協議会と丙が協議

のうえ、丙が、その費用の一部を負担するものとする。なお、丙が特に必要とする場合

は、丙は、その内容について運営協議会と協議のうえ、自己の費用で販売促進業務を実

施することができる。 

 

（受託に伴う丙の支払い等） 

第 12 条 丙は、甲及び乙に対し、飲食店舗の売上高の 5555％に相当する額と工芸品等販

売店舗の売上高の 5%に相当する額の合計額を支払わなければならない。なお、飲食店

舗の売上高が金 5555555555円を超過した月にあっては、売上高金 5555555555円を超過

した部分の 555％に相当する額に、金 555555555 円を加算した額を当該月の支払い額と

する。ただし、支払額が金 555555555円に満たない月にあっては、金 555555555円を当

該月の支払額（以下「月最低支払額」という。）とする。 

２ 前項の売上高には、消費税相当額を含まないものとし、営業に係る公租公課は、丙の

負担とする。 

３ 丙は、毎月１日までに、前月末締めの POSシステム売上月報を甲及び乙に提出するも

のとする。 

４ 甲及び乙は、前項の月報によって売上高を確認し、飲食店舗の売上高に係る支払額の

二分の一に、工芸品等販売店舗の売上高から外交販売に伴う売上高を除いた金額の二分

の一に甲乙それぞれに係る外交販売の売上高を加えた額に応じて、第１項に規定する工

芸品等販売店舗に係る支払額を按分した金額を加えた金額を、それぞれ丙に請求するも

のとする。なお、請求すべき額に１円未満の端数が生じた場合は、その端数金額は四捨

五入するものとする。 

５ 丙は、甲乙それぞれの請求により、毎月末日までに前月分を支払うものとする。 



 

（設備の整備等） 

第 13 条 甲及び乙は、業務の実施に必要な内装及び設備（以下「設備」という。）を自

己の費用で整備し、丙に使用させるものとする。なお、丙に使用させる設備の内容につ

いては、別途運営協議会が作成し、丙に示すものとする。 

２ 丙は、業務の用に供する以外に設備を使用してはならず、善良なる管理者の注意をも

って設備を使用しなければならない。 

 

（設備の保守） 

第 14 条 前条に定める設備に係る保守、点検、清掃、修繕及び交換（以下「修繕等」と

いう。）については、原則として甲及び乙が行うものとし、その費用は、甲及び乙が負

担する。ただし、店舗内の設備に係る 1件 555555555円以下の修繕等については、丙が

自己の負担により行い、実施に当たっては、甲及び乙に協議するものとする。なお、費

用負担について判断が分かれるときは、甲及び乙並びに丙が別途協議するものとする。 

 

（丙の造作の禁止） 

第 15 条 丙は、甲及び乙の承認を得なければ、本物件内において造作をしてはならない。 

 

（消耗品等の設置等） 

第 16 条 丙は、店舗での営業に必要な消耗品及び備品（以下「消耗品等」という。）を

自己の費用で設置するものとし、消耗品等の補充についても同様とする。 

 

（事務所の使用） 

第 17 条 丙は、甲及び乙が本件建物内に設置する事務所（以下「事務所」という。）を、

業務に付帯する用途の範囲内においてこれを使用することができるものとする。 

２ 事務所の使用方法その他使用に関することについては、甲及び乙並びに丙が別途協議

して定めるものとする。 

 

（光熱水費等の負担） 

第 18 条 丙は、営業に伴う電気、水道、電話等の料金を負担するものとする。その支払

方法等については、運営協議会と丙が別途協議して定める。 

２ 丙は、営業に伴う店舗内の清掃、廃棄物の処理、殺そ・殺虫等を実施し、その費用を

負担するものとする。 

 

（損害の負担） 

第 19 条 丙は、本契約に定める義務を履行しないため甲及び乙に損害を与えたときは、

その損害に相当する金額を損害賠償として甲及び乙に支払わなければならない。 

２ 営業に際して、丙又は丙の使用人が、甲又は乙若しくは第三者に損害を与えたときは、

その理由の如何にかかわらず、丙は自己の責任においてこれを処理し、賠償の責任を負

うものとする。 

 

（甲及び乙の免責） 

第 20 条 営業時間中及び営業時間外において、火災、盗難その他の原因により、丙が損

害を受けた場合であっても、甲及び乙は、その損害が甲及び乙の故意又は重大な過失に

よる場合を除き、賠償等の責任を負わない。 

 

（確認事項） 

第 21 条 本物件について、丙の賃借権等が発生しないことを甲及び乙並びに丙は相互に

確認する。 

 

 （暴力団等による不当要求行為の排除） 



第22条 丙は、契約の履行に当たって、暴力団等（暴力団、暴力団関係者その他不当要求

行為を行うすべての者をいう。）から不当要求行為（不当又は違法な要求、妨害行為そ

の他契約の適正な履行を妨げる一切の不当又は違法な行為をいう。）を受けた場合は、

毅然として拒否し、その旨を速やかに甲及び乙に報告するとともに、所轄の警察署に届

け出なければならない。 

２ 丙は、契約の履行に当たって、暴力団等から不当要求行為による被害を受けた場合は、

その旨を速やかに甲及び乙に報告するとともに、所轄の警察署に被害届を提出しなけれ

ばならない。 

３ 丙は、契約の履行に当たって、第５条の規定により甲及び乙の承認を得た丙の再委託

先の第三者が暴力団等から不当要求行為を受け、又は不当要求行為による被害を受けた

場合は、丙に報告するよう再委託先の第三者を指導し、その報告を受けたときは、甲及

び乙に報告するとともに、所轄の警察署に届け出なければならない。 

 

（契約の解除） 

第 23 条 甲及び乙は、丙が次の各号のいずれかに該当するときは、第５号又は第６号に

定める場合を除き催告のうえ、本契約を解除することができる。 

(１) 本契約に違反したとき。 

(２) 正当な理由なく業務に着手しないとき。 

(３) 業務の実施に関し不正な行為があったとき。 

(４) 正当な理由なく甲又は乙の指示に従わないとき。 

(５) 支払の停止又は破産、民事再生開始、会社更生手続開始、会社整理開始若しくは

特別清算開始の申立てがあったとき。 

(６) 手形交換所の取引停止処分を受けたとき。 

(７) 丙（丙が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この号にお

いて同じ。） 

が次のいずれかに該当するとき。 

ア 代表一般役員等（丙の代表役員等（丙が個人である場合にはその者を、丙が法人

である場合には代表権を有する役員（代表権を有すると認めるべき肩書を付した役

員を含む。）をいう。）、一般役員等（法人の役員（執行役員を含む。）又はその

支店若しくは営業所を代表する者（代表役員等に含まれる場合を除く。）をい

う。）又は経営に事実上参加している者をいう。以下この号において同じ。）が暴

力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77

号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員

以外の者で同条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）と関係を持ち

ながら、その組織の威力を背景として同条第１号に規定する暴力的不法行為等を行

うもの若しくは暴力団に資金等を供給すること等によりその組織の維持及び運営に

協力し、若しくは関与するものをいう。以下この号において同じ。）であると認め

られるとき。 

イ 代表一般役員等が、業務に関し、自社、自己若しくは第三者の不正な財産上

の利益を図るため又は第三者に債務の履行を強要し、若しくは損害を加えるた

め、暴力団又は暴力団関係者を利用したと認められるとき。 

ウ 代表一般役員等が、暴力団又は暴力団関係者に対して、名目のいかんを問わ

ず、金銭、物品その他の財産上の利益を与え、又は便宜を供与したと認められ

るとき。 

エ 代表一般役員等が、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係

を有していると認められるとき。 

オ 契約等の相手方がアからエまでのいずれかに該当する者であることを知りな

がら、当該者と再委託契約又は資材等の購入契約を締結する等当該者を利用し

たと認められるとき。 

カ アからエまでのいずれかに該当する者と再委託契約又は資材等の購入契約を

締結する等当該者を利用していた場合（オに該当する場合を除く。）に、甲及



び乙が当該再委託契約又は資材等の購入契約を解除する等当該者を利用しない

よう求めたにもかかわらず、これに従わなかったとき。 

２ 甲及び乙は丙に対し、丙は甲及び乙に対し、本契約を解除しようとする６月前までに、

各相手方に対し書面により通知することによって、本契約を解除することができる。 

３ 甲及び乙並びに丙は、前二項に定める場合のほか、必要があると認めるときは、協議

のうえ本契約を解除することができる。 

 

 （違約金） 

第 24 条 丙は、前条第１項の規定により契約が解除されたときは、月最低支払額の６月

分に相当する金額を違約金として、甲の指定する日までに支払わなければならない。 

２ 前項の違約金は、損害賠償額の予定又はその一部と解釈しないものとする。 

 

 （損害賠償） 

第 25 条 丙は、その責めに帰すべき事由により、業務の実施に関し、甲、乙又は第三者

に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

 

 （法令等の遵守） 

第 26条 丙は、使用者として、労働関係法令等を遵守しなければならない。 

 

（契約の費用） 

第 27条 本契約の締結に要する費用は、丙の負担とする。 

 

（合意管轄） 

第 28 条 本契約から生じる一切の法律関係に基づく訴えについては、本件建物の所在地

を管轄する裁判所をもって管轄裁判所とする。 

 

（疑義の決定） 

第 29 条 本契約に関し疑義が生じたときは、甲及び乙並びに丙が協議のうえ定めるもの

とする。 

 

上記契約を締結するため、この契約書３通を作成し、甲乙丙記名押印のうえ各自その１

通を保有するものとする。 

 

5555年１月１日 
 
 

委託者（甲） 住 所  香川県高松市番町四丁目１番 10号 

                 香川県 

氏 名  香川県知事  池 田 豊 人 
 
 

委託者（乙） 住 所  愛媛県松山市一番町四丁目４番地２ 

                 愛媛県 

氏 名  愛媛県知事  中 村 時 広 
 
 

受託者（丙） 住 所  ４４４４４４４４４４４４４４４４ 

氏 名  ４４４４４４４４４４４４４４４４ 

 

 

 



物件目録Ⅰ：本件建物の表示 

 

 所 在 地：東京都港区新橋二丁目19番10号 

 構 造 規 模：鉄骨造   

       一部鉄筋鉄骨コンクリート造（B1F） 

       一部鉄筋コンクリート造（B2F） 

       地下2階・地上10階・棟屋1階 

 延 床 面 積：合計 4,593.33㎡ 

 

 

物件目録Ⅱ：本物件の表示 

 

 

階 数 

 

 

用 途 

 

 

２ 階 

 

 

店舗等 

事務室 

 

   添付図面（竣工図面）に朱線で示す範囲とする。 

 

 

 

 






